
（重要事項説明書別紙/契約書第３・４条参照）

①　介護保険の給付対象となるサービス　[１日あたり]

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

876 952 1018 1077 1130
単位 単位 単位 単位 単位

②　介護保険施設サービスにおける加算
○浦安ベテルホーム　全利用者に算定する加算

単位数

22/日

18/日

6/日

○必要に応じて算定する加算
単位数

60/日

30/日

51/日

2
サービス提供体制

強化加算

Ⅰ・・介護福祉士の占める割合が８０％以上又は勤続１０年以
上介護福祉士３５％以上であること

Ⅱ・・介護福祉士の占める割合が6０％以上であること

Ⅲ・・①介護福祉士の占める割合が５０％以上②常勤職員
75％以上③勤続７年以上３０％以上であること

3
介護職員処遇改善

加算
基準に適合している施設が、入所者に対し
サービスを行った場合（2024年5月31日まで）

Ⅰ・・所定単位数に
　　　３．９％を乗じた
　　　単位数

Ⅱ・・所定単位数に
　　　２．９％を乗じた
　　　単位数

Ⅲ・・所定単位数に
　　　１．６％を乗じた
　　　単位数

4
介護職員等特定処

遇改善加算
基準に適合している施設が、入所者に対し
サービスを行った場合（2024年5月31日まで）

Ⅰ・・所定単位数に
　　　２．１％を乗じた
　　　単位数

Ⅱ・・所定単位数に
　　　１．７％を乗じた
　　　単位数

5
介護職員等ベース
アップ等支援加算

基準に適合している施設が、入所者に対し
サービスを行った場合（2024年5月31日まで）

所定単位数に0.8％を
乗じた単位数

6

2024年8月1日　現在

介護老人保健施設　浦安べテルホーム（ユニット型）　サービス利用料金表

基準単位<ユニット型個室>（在宅強化型）

加算項目 内容

1 夜勤体制加算
国が定める数の夜勤を行う介護・看護職員が配置されている
場合 24/日

介護職員等処遇改
善　加算

基準に適合している施設が、入所者に対し
サービスを行った場合（2024年6月1日より）

Ⅰ・・所定単位数に
　　　7．5％を乗じた
　　　単位数

Ⅱ・・所定単位数に
　　　7．1％を乗じた
　　　単位数

Ⅲ・・所定単位数に
　　　5．4％を乗じた
　　　単位数

Ⅳ・・所定単位数に
　　　4．4％を乗じた
　　　単位数

加算項目 内容

7
在宅復帰・在宅療養
支援機能加算

8 初期加算

（Ⅰ）・・・急性期医療を担う医療機関の一般病棟への入院後30日以内に退
院し、施設に入所した場合

（Ⅱ）・・・入所した日から起算して30日以内の期間

Ⅱ・・・在宅療養支援等指標　70以上など要件を満たした場合



258/日

200/日

240/日

14 800/日

72/日
160/日
910/日
1900/日

600/回

400/回

500/回

250/回

9
短期集中リハビリ

テーション実施加算

（Ⅰ）・・・医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士もしくは言
語聴覚士が、その入所の日から３月以内の期間に集中的にリハビリを行
い、かつ、評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、必要に応じてリハビ
リ計画を見直している場合
（Ⅱ）・・・医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士もしくは言
語聴覚士が、その入所の日から３月以内の期間に集中的にリハビリを行っ
ている場合

10
認知症短期集中
リハビリテーション

加算

（Ⅰ）・・・退所後生活する居宅または施設等を訪問しリハビリテーション計
画の作成かつ認知症であると医師が判断し、医師又は医師の指示を受け
た理学療法士・作業療法士・言語聴覚士がリハビリをして実施した場合（週
３日が限度）

（Ⅱ）・・・認知症であると医師が判断し、医師又は医師の指示を受けた理学
療法士・作業療法士・言語聴覚士が集中的なリハビリを行った場合
（週３日が限度）

120/日

11
認知症専門ケア

加算

（Ⅰ）・・認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が、入所者の1/2以上である
　　　こと。 （認知症介護実践リーダー研修修了者配置） ３/日

（Ⅱ）・・認知症専門ケア加算Ⅰの要件を満たし、認知症介護指導者研修
      修了者を１名配置していること。 ４/日

12
若年性認知症利用
者受け入れ加算

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている場合 120/日

13 外泊時費用 外泊１日につき（外泊初日と最終日除く。月６日間限度） 362/日

外泊時費用 （在宅サービスを利用する場合）

15 ターミナルケア加算

死亡日以前31日～45日以下

死亡日以前４～３０日

死亡日前日及び前々日

死亡日

16
入所前後訪問指導

加算

入所予定日前３０日以内又は入所後７日以内に居宅を訪問し、計画の策
定、診療方針を決定した場合（入所中1回を限度）

Ⅰ・・退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定
      を行った場合 450/回

Ⅱ・・退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定
      にあたり、生活機能の具体的な改善目標を定けるとともに、
      退所後の生活に係る支援計画を策定した場合

480/回

17
試行的退所時指導

加算
入所期間が1月を超える入所者が試行的に退所する場合において、当該入
所者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行った場合 400/回

18 入退所前連携加算

（Ⅰ）・・（イ）入所予定日前３０日以内または入所後３０日以内に、居宅介護
支援事業者と連携し、退所後の居宅サービス等の利用方針を決定した場
合。
（ロ）居宅介護支援事業者と退所前から連携し情報提供とサービス調整を

（Ⅱ）・・Ⅰの（ロ）の要件を満たしている場合

19
退所時情報提供

加算

（Ⅰ）・・・退所後の主治の医師に対して入所者を紹介する場合、入所者の
同意を得て、当該入所者の診療情報、心身の状況、生活歴等を示す情報
を提供した場合

（Ⅱ）・・・退所後の医療機関に対して入所者等を紹介する際、入所者等の
同意を得て、当該入所者等の心身の状況、生活歴等を示す情報を提供し
た場合

20 訪問看護指示加算
退所時に、入所者が選定する訪問看護ステーションに対し、医師が訪問看
護指示書を交付した場合 300/回

21 経口移行加算
経口移行計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による
栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員位よる支援が行われた場合
栄養マネジメント加算を算定していること

28/日

22 経口維持加算

（Ⅰ）・・医師、歯科医師、管理栄養士等が共同して経口による食事の観察及び
      会議等を行い、入所者ごとに経口維持計画を作成している場合であって、
      医師又は歯科医師の指示に基づき管理栄養士等が栄養管理を行った場合 400/月

（Ⅱ）・・協力歯科医療機関を定めている場合であり、（Ⅰ）において行う食事の観察
　　　及び会議等に医師、歯科医師、歯科衛生士または言語聴覚士が加わった
　　　場合。（Ⅰ）を算定している場合

100/月



90/月

110/月

10/月

5/月

239/日

150/回

120/回

31  200/回

32  70/回

53/月

33/月

10/月

15/月

23
口腔衛生
管理加算

（Ⅰ）歯科衛生士が、入所者に対し口腔ケアを月２回以上行い、介護職員へ
の技術的助言及び指導、介護職員からの相談等に必要時対応している場
合　　口腔機能維持管理体制加算を算定していること

（Ⅱ）口腔衛生等の管理に関する計画の内容等の情報を厚生労働省に提
出している場合

24 療養食加算
医師の指示（食事箋）に基づく療養食の提供を行った場合
経口移行加算又は経口維持加算との併算定可能（日に３回が限度） 6/回

25 緊急時治療管理
施設内で救命救急医療が必要となった場合に行った場合に緊急的な治療
管理として投薬・注射・検査・処置等を行った場合（1月に1回を限度、1回に
つき連続3回まで）

518/日

26
新興感染症等施設

療養費

厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療、入院調
整等を行う医療機関を確保し、かつ、感染した入所者等に対し、適切な感
染対策を行った上で、介護サービスを行った場合（月１回、連続する５日を
限度）

240/日

27
高齢者施設等感染

対策向上加算

（Ⅰ）感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関との間
で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保している場合

（Ⅱ）診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関か
ら、３年に１回以上施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実
地指導を受けている場合

28 特定治療
やむを得ない事情により行われるリハビリテーション・処置・手術・
麻酔・放射線治療を行った場合

診療報
酬に基

づく

29
所定疾患施設

療養費

肺炎・尿路感染症・帯状疱疹・蜂窩織炎・慢性心不全について、投薬、検
査、注射、処置等を行った場合（同一の利用者に対して1月に1回、1回につ
き連続する10日間を限度として算定）

（Ⅰ）診断、診断を行った日、投薬、検査、注射、処置等実施した内容を診
療記録に残している

（Ⅱ）診断及び診断に至った根拠、診断を行った日、投薬、検査、注射、処
置等実施した内容を診療記録に残している 480/日

30
認知症チームケア推

進加算

（Ⅰ）・・・基準に適合した施設が認知症介護に係る専門的な研修及び認知
症の行動・心理症状の予防等に資する研修等を修了した者を配置し認知
症の行動・心理症状の予防等に資するチームケアを実施した場合。

（Ⅱ）・・・基準に適合した施設が認知症の行動・心理症状の予防等に資す
るチームケアを実施した場合。

（Ⅰ）・・排せつに介護を要する方に、多職種が協働して支援計画を作成し
それに基づき支援をした場合

35 排せつ支援加算
（Ⅱ）・・（Ⅰ）の要件を満たしており状態の悪化がないこと。またはオムツ使
用ありからなしに改善している場合

（Ⅲ）・・（Ⅰ）の要件を満たしており状態の悪化がないこと。かつオムツ使用
ありからなしに改善している場合 20/月

再入所時栄養連携
加算

病院からの再度入所をする際、厚生労働大臣が定める特別食等を必要と
する者に対して施設の栄養士と病院の栄養士が連携し栄養ケア計画を作
成した場合（一人につき１回が限度）

退所時栄養情報提
供加算

管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、当該者の栄養管理に関す
る情報を提供した場合

33
栄養マネジメント

強化加算
常勤の管理栄養士を1名以上配置し、共同して個別の栄養ケア計画を作成
し、栄養管理を行った場合 １1/日

34
リハビリテーションマ
ネジメント計画書情

報加算

（Ⅰ）・・・基準に適合し、リハビリテーション計画書の内容等の情報を厚生労
働省に提出及び必要に応じてリハビリ計画の内容を見直す等、リハビリの
実施に当たって、当該情報その他必要な情報を活用した場合

（Ⅱ）・・・リハビリテーション計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出及
び必要に応じてリハビリ計画の内容を見直す等、リハビリの実施に当たっ
て、当該情報その他必要な情報を活用した場合



36 300/月

140/回

70/回

240/回

100/回

100/月
（2024年
度～）
50/月

（2025年
度～）

5/月

3/月

13/月

40/月

60/月

100/月

10/月

42 20/回

【居住費・食費】　[日額]

※2021年８月から次のいずれかに該当する場合は非課税世帯であっても対象とならない場合があります。
・　市民税非課税世帯でも世帯分離をしている配偶者が市民税課税の場合。
・　市民税非課税世帯（世帯分離している配偶者も非課税）でも収入に応じて預貯金等が
　　単身500万円～650万円、夫婦1500万円～1650万円を超える場合。
※対象の方は介護保険負担限度額認定証のご提示をお願いいたします。

1,370円

世帯全員
が

市民税
非課税の

方

第３段階②
年間収入額の合計が年間

120万円以上の方
1,360円

650円

390円

300円

第４段階 上記以外の方 3,060円 1,800円

第３段階①
年間収入額の合計が年間

８0万円以上120万円以下の方
1,370円

第１段階
老齢福祉年金受給者又は

　生活保護受給者
880円

第２段階
年間収入額の合計が年間

８０万円以下の方
880円

②食費利用者負担段階 ①居住費

自立支援促進加算
医師、看護師、介護職員、介護支援専門員等が共同し自立支援に係る支
援計画を策定しケアを実施している場合

37
かかりつけ医連携

薬剤調整加算

（Ⅰ）イ・・・入所前の主治医と連携して薬剤を評価・調整した場合

（Ⅰ）ロ・・・施設において薬剤を評価・調整した場合

（Ⅱ）・・・Ⅰイ又はロを算定しており入所者の服薬情報等の情報を厚生労働
省に提出している場合

（Ⅲ）・・・（Ⅱ）を算定しており退所時において処方されている内服薬の種類
が、入所時に処方されていた内服薬の種類に比べて１種類以上減少してい
る場合

38
協力医療機関連携

加算

（Ⅰ）基準に適合した施設が協力医療機関との間で、入所者等の同意を得
て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催してい
る場合。

（Ⅱ）協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病
歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場合

安全対策体制加算
研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的
に安全対策を実施する体制が整備されている場合

39
褥瘡マネジメント加

算

（Ⅰ）入所者等ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施しその内容を記
録している場合

（Ⅱ）（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設において入所時の評価の結果褥
瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等について褥瘡の発生がない場
合

40
科学的介護推進体

制加算

（Ⅰ）・・入所者・利用者ごとの、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状
況その他の入所者の心身の状況等の基本的な情報を厚生労働省に提出
している場合

（Ⅱ）・・（Ⅰ）の要件に加えて疾病や内服状況を厚生労働省に提出している
場合

41
生産性向上推進体

制加算

（Ⅰ）・・・見守り機器等のテクノロジーを複数導入し生産性向上ガイドライン
に基づいた改善活動を継続的に行った上で業務改善の取組による効果を
示すデータを提出した場合

（Ⅱ）・・・見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入しており、生産性向上
ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行った上で業務改善の取組に
よる効果を示すデータを提出した場合



【その他のサービス】

＊介護保険の改正、社会情勢上やむを得ない事由等で、ご利用額を変更することがあります。
   変更の際は、変更内容及びその事由について、事前にご契約者及びご家族等に通知いたします。

【サービス基本料金　早見表】　　〔月額〕
基本料金（1割負担） ※　負担割合に応じた料金になります。

基本料金（2割負担） ※介護保険負担割合証をご確認ください。

基本料金（3割負担） ※介護保険負担割合証をご確認ください。

介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４

第２段階 86,773円 89,391円 91,664円 93,696円 95,521円

第１段階 84,073円 86,691円 88,964円 90,996円 92,821円

コピー代 １０円/枚

TVレンタル代（電気代含）
１,２００円/月

４０円/日

写真代 実費

第３段階① 109,273円 111,891円 114,164円 116,196円 118,021円

第３段階② 130,573円 133,191円 135,464円 137,496円 139,321円

199,364円

第４段階 257,987円 265,840円 272,658円 278,756円 284,231円

第４段階 226,230円

【内訳】　介護保険の加算①②、8・9・36・40・42・×地域単価10.68、居室費、食費、日用品、おやつ代を合わせた30日分

【内訳】　介護保険の加算①②、8・9・36・40・42・×地域単価10.68、居室費、食費、日用品、おやつ代を合わせた30日分

201,396円 203,221円

介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４ 介護度５

第４段階 194,473円 197,091円

ご希望の場合

ご希望の場合

ご希望の場合

月途中で入退所された場合は日割り計算となります

テレビの貸し出しをした場合（別途お届けが必要となります）

切手代 実費

ご希望により業者との直接契約となります。（提供内容）
バスタオル・フェイスタオル・おしぼり・歯ブラシorハミングット・
歯磨き粉・シャンプー・ボディーソープ・ハンドソープ

介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４ 介護度５

教養娯楽で使用する材料費等の実費相当額

理美容費 実費 ご希望により理美容出張サービスを利用した場合

洗濯代 実費 業者洗濯を利用した場合（業者との直接契約となります）

行事参加費 実費

231,466円 236,011円 240,076円 243,726円

介護度５

【内訳】　介護保険の加算①②、8・9・36・40・42・×地域単価10.68、居室費、食費、日用品、おやつ代を合わせた30日分

２０円/日

各種文書代 実費 文書作成を行った場合

１,０００円/月 冷蔵庫をお持込された場合（別途お届けが必要となります）

日用品費 実費

施設で行う行事に参加される場合の実費相当額

クラブ材料費 実費 クラブ参加時の材料費等の実費相当額

おやつ代 １００円/回 ご希望された場合、1回100円

教養娯楽費 実費

電気代

５００円/月 電化製品をお持込された場合（別途お届けが必要となります）

月途中で入退所された場合は日割り計算となります

４０円/日 月途中で入退所された場合は日割り計算となります


